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Ａ．研究目的

歯科衛生士と歯科技工士の就業者数については「衛生行政報告例」1)より知ることができる。

本稿では、「衛生行政報告例」の公表値から就業場所別、年齢階級別推移を概観するとともに、厚

生労働省に目的外利用を申請して提供されたデータを用いて都道府県別比較を行った。

Ｂ．研究方法

まず衛生行政報告例1)の公表値を用い、歯科衛生士・歯科技工士数の年次推移を年齢階級別お

よび就業場所別にみた。

併せて、参考値として歯科衛生士および歯科技工士の就業状況を把握するため、2014（平成 26）

年衛生行政報告例（隔年報）について、都道府県・年齢階級別にみた就業歯科衛生士数と就業歯

研究要旨

「衛生行政報告例」の公表値から就業場所別、年齢階級別推移を概観するとともに、厚生

労働省に目的外利用を申請して提供されたデータを用いて都道府県別比較を行った。

公表値を用いた結果では、歯科衛生士は一貫して増加傾向にあり、かつては若い年齢層が

中心だったものが、次第に各年齢層ともに満遍なく分布するように変化してきたが、主たる

就業場所は首尾一貫して診療所（歯科医院）であったことが確認された。一方、歯科技工士

は全体的に近年は漸減傾向にあり特に若い年齢層の減少が顕著であったこと、技工所に勤務

する割合が増加してきたこと、女性の割合が増加してきたことが確認された。

目的外使用として厚労省より提供されたデータを用いて最新の 2014 年度について都道

府県による違いをみたところ、歯科衛生士と歯科技工士で異なる地域差が認められ、若い年

齢層の歯科技工士で顕著であった。

これらのデータは本研究班の研究成果を公表するWebサイトから自由にダウンロードで

きるように設定しており、今後、活用が進むことが期待される。
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科技工士数を示した資料を作成した。なお、この衛生行政報告例のデータについては、統計法第 32

条の規定に基づく目的外利用申請によって得られた調査票情報を用いた。

（倫理的配慮）

本研究の一部では、統計法第 32条の規定に基づく目的外利用申請によって得られた調査票情報

を使用していることから、この分析にあたっては、申請書に記載した利用場所、利用環境、保管

場所および管理方法に十分留意した。

Ｃ．研究結果

１．歯科衛生士・歯科技工士数の年次推移を年齢階級別および就業場所別

年齢階級別にみた就業歯科衛生士数と就業歯科技工士数の推移（1982 ～ 2014）を図 1 と図 2

にそれぞれ示す。歯科衛生士については、幅広い年代で就業する者が増加している一方で、歯科

技工士については若年層での就業をしている者の割合が減少傾向にあることが認められた。
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図１．年齢階級別にみた⻭科衛⽣⼠数の推移（1982〜2014）

60歳〜
50〜59歳
40〜49歳
30〜39歳
29歳以下

2000年以前は「60歳〜」という年齢階級がなく、「50歳以上」として報告されている。
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図２．年齢階級別にみた⻭科技⼯⼠数の推移（1982〜2014）
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2000年以前は「60歳〜」という年齢階級がなく、「50歳以上」として報告されている。
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図 3～図 4に就業場所別にみた歯科衛生士と歯科技工士の内訳の推移を示す。歯科衛生士では

診療所の割合が圧倒的に高く、終始一貫していたことがわかる、一方、歯科技工士では、技工所

の割合が増加し、病院・診療所の割合が減少してきたことがわかる。また、技工士では女性の割

合が少しずつ増えてきたことがわかる（図 5）。
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２．都道府県・年齢階級別にみた就業歯科衛生士数および就業歯科技工士数

2014年衛生行政報告例の調査票情報を用いて、都道府県・年齢階級別にみた就業歯科衛生士数

と就業歯科技工士数に関する資料を作成した。資料は後段において示す（資料 1：就業歯科衛生

士数の状況、資料 2：就業歯科技工士数の状況）。

なお、参考として、これらの資料や衛生行政報告例1)の公表値や人口推計のデータ2)を用いて、

それぞれの職種の就業状況について現状把握を行った。

次に、都道府県別にみた人口 10 万人あたりの就業歯科衛生士数と就業歯科技工士数を図 6・7

に示す。就業歯科衛生士については、中四国地方や九州地方で多く、いわゆる西高東低の状態に

あることが認められた。また、就業歯科技工士については、東北地方や中四国地方で多く、関東

地方や近畿地方では少ない傾向にあることが認められた。

図6 都道府県別にみた⼈⼝10万対就業⻭科衛⽣⼠数
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図7 都道府県別にみた⼈⼝10万対就業⻭科技⼯⼠数

さらに、就業歯科衛生士と就業歯科技工士の若年層の状況を参考として確認する観点から、今

回作成した資料 2,3を用いて、都道府県別にみた 40歳未満の就業者の割合を表したグラフを図 8

と図 9 にそれぞれ示す。就業歯科衛生士については全国的に大きな差はみられなかったが、就業

歯科技工士については、地域によって大きな差が認められた。

図8 都道府県別にみた40歳未満の就業⻭科衛⽣⼠の割合

図9 都道府県別にみた40歳未満の就業⻭科技⼯⼠の割合
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Ｄ．考察

衛生行政報告例の公表値を用いて歯科衛生士数と歯科技工士数の推移を概観したところ、歯科

衛生士は一貫して増加傾向にあり、かつては若い年齢層が中心だったものが、次第に各年齢層と

もに満遍なく分布するように変化してきたが、主たる就業場所は首尾一貫して診療所（歯科医院）

であった。一方、歯科技工士は全体的に近年は漸減傾向にあり特に若い年齢層の減少が顕著であ

ったこと、技工所に勤務する割合が増加してきたこと、女性の割合が増加してきたことが特徴的

であった。

また今回、目的外使用として厚労省より提供されたデータを用いて最新の 2014年度について都

道府県による違いをみたところ、歯科衛生士と歯科技工士で異なる地域差が認められ、若い年齢

層の歯科技工士で顕著であった。

これらのデータは本研究班の研究成果を公表する Web サイトから自由にダウンロードできる

ように設定しており、今後、活用が進むことが期待される。

Ｅ．結論

衛生行政報告例の公表値を用いて歯科衛生士数と歯科技工士数の推移について年齢階級別・就

業場所別を確認するとともに、目的外使用として提供されたデータにより地域差を確認したとこ

ろ、歯科衛生士と歯科技工士で明らかに異なる状況が確認された。

Ｆ．健康危険情報

（総括研究報告書において記載）

Ｇ．研究発表

なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

１．特許取得

２．実用新案登録

３．その他

いずれもなし
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資料１ 都道府県・年齢階級別にみた就業⻭科衛⽣⼠数（2014年衛⽣⾏政報告例）
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資料２ 都道府県・年齢階級別にみた就業⻭科技⼯⼠数（2014年衛⽣⾏政報告例）
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